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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自平成18年
３月１日
至平成18年
８月31日

自平成19年
３月１日
至平成19年
８月31日

自平成20年
３月１日
至平成20年
８月31日

自平成18年
３月１日
至平成19年
２月28日

自平成19年
３月１日
至平成20年
２月29日

売上高 （千円） － 1,103,1581,458,4421,488,7802,253,887

経常利益 （千円） － 208,738 231,336 140,068 310,015

中間（当期）純利益 （千円） － 121,399 134,750 79,563 181,067

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － 142,725 442,485 134,750 205,700

発行済株式総数 （株） － 5,480 18,056 5,190 15,540

純資産額 （千円） － 528,0931,305,087389,417 697,056

総資産額 （千円） － 1,023,7781,733,944702,1051,222,987

１株当たり純資産額 （円） － 93,246.9471,975.4071,458.1444,492.03

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） － 22,197.817,984.7415,330.0816,084.85

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額

（円） － － 7,101.48 － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 49.9 74.9 52.8 56.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － 250,875 143,239 64,620 198,776

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － △52,080 △77,841 △66,848△370,082

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － 14,376 460,947 － 128,435

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） － 487,672 757,976 274,500 231,631

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
－

(－)

61

(17)

95

(27)

46

(15)

84

(17)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

また、第４期中より中間財務諸表を作成しているため、第３期中については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、非連結子会社及び関連会社が存在しないため記載しておりま

せん。
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４．第４期中、第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、当社株

式は非上場でありましたので、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．当社は平成20年２月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。第４期における１株当たり

当期純利益金額は、期首に分割がなされたものとして計算しております。

６．従業員数は就業人員であり、（　）内に記載の中間会計期間（事業年度）の平均臨時雇用者数は外数となっ

ております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成20年８月31日現在

従業員数（人） 95（  27　）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当中間会

計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が前期末に比べ、11名増加したのは、主として業容拡大に伴う期中の採用によるものであります。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、原油高による物価上昇、米国発の信用不安等を背景に、政府経済見通しの

基調判断が弱含みになるなど、景気の先行きについて減速懸念が増している状況にあります。

　携帯電話市場におきましては、端末の割賦販売制度の影響などから、新機種買替えサイクルの長期化が顕在化しつ

つあり、端末販売台数は減少傾向で推移しています。一方で、端末や通信サービスの高度化はこれまで同様進展して

おり、携帯電話会社、端末メーカー間のハードやサービスの差別化競争は、むしろ激化している状況にあります。

　また、一般企業においては、景気減速感の中で投資全般に対して慎重な姿勢ではあるものの、ＩＴ投資については

増加しており、インターネットやモバイルの活用に対する需要は、実績としては、堅調に推移しております。

　このような環境の下で当社の当中間会計期間の経営成績は、売上高1,458,442千円（前中間期比32.2％増）、営業

利益257,081千円（前中間期比22.1％増）、経常利益231,336千円（前中間期比10.8％増）、中間純利益134,750千円

（前中間期比11.0％増）となりました。

 

　事業別の動向は、以下のとおりとなっております。

＜プラットフォームソリューション事業＞

　「カスタムモバイル」ソリューションにおいては、ソフトバンクモバイル向け「きせかえアレンジ」サイトの

開設、有名キャラクター・映画・コミック等の配信タイトルの拡充を図るとともに、端末メーカー向けコンテン

ツ制作事業の拡大に取り組みました。また、電子ブックユーザーの拡大に対応し、携帯コミック向けＡＳＰサービ

スの基盤強化や電子ブックビューワーの実装サービスの拡大、電子辞書コンテンツへの取り組み等、「電子ブッ

ク」事業全体の拡充に努めました。さらに、新規サービスとして、アニメーション機能メール「デコメアニメ®」

の配信サイト「キャラメルsweet」を開設し、新たなエンドユーザー向けサービスを開始いたしました。

　これらの結果、当中間会計期間におけるプラットフォームソリューション事業の売上高は、1,027,934千円（前

中間期比45.9％増）となりました。

 

※「デコメアニメ®」は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの登録商標です。

 

＜サービスソリューション事業＞

　平成20年４月より開始された特定健康診査・特定保健指導制度（いわゆるメタボリック健診）に対する健康保

険組合向けサービス需要への対応を行うなど、「ＩＴヘルスケア」分野でのソリューション提供が順調に推移し

ました。

また、ＷＥＢサイト構築・運営等のＷＥＢインテグレーションに加え、アクセス解析やＳＥＯ・ＳＥＭ等のＷ

ＥＢマーケティングを含めた総合的なソリューションを提供する「ラップソリューション」の取り組みに努め

た結果、ＷＥＢマーケティングに関する受注が拡大しました。

　これらの結果、当中間会計期間におけるサービスソリューション事業の売上高は、430,508千円（前中間期比

8.0％増）となりました。

  

EDINET提出書類

プライムワークス株式会社(E20385)

半期報告書

 5/53



(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末の資金に比べて

526,345千円増加し、757,976千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりで

あります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は143,239千円となりました。これは主に、前受金の減少140,950千円、法人税等の支

払65,102千円及び仕入債務の減少29,675千円による資金の流出があったものの、税引前中間純利益の計上231,336

千円、減価償却費の計上55,674千円及びたな卸資産の減少49,243千円により資金が得られたことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は77,841千円となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出44,665千円

及び差入保証金の差入による支出22,260千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は460,947千円となりました。これは、公募増資及び新株予約権の行使に伴う新株式

の発行により資金が得られたことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別 金額（千円） 前年同期比（％）

プラットフォームソリューション事業 673,530 145.6

サービスソリューション事業 320,265 118.9

合計 993,795 135.8

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

プラットフォームソリューション

事業
925,430 92.3 216,485 55.4

サービスソリューション事業 386,426 77.0 89,359 53.7

合計 1,311,856 87.2 305,845 54.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別 金額（千円） 前年同期比（％）

プラットフォームソリューション事業 1,027,934 145.9

サービスソリューション事業 430,508 108.0

合計 1,458,442 132.2

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

シャープ株式会社 308,191 27.9 426,641 29.3

日本電気株式会社 － － 168,246 11.5

株式会社セルシス － － 153,442 10.5

バンダイネットワークス株式会社 144,718 13.1 － －

ソフトバンクモバイル株式会社 115,101 10.4 － －

 （注）前中間会計期間の日本電気株式会社及び株式会社セルシスへの販売実績、並びに当中間会計期間の

バンダイネットワークス株式会社及びソフトバンクモバイル株式会社への販売実績は、総販売実績

に対する割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,056 18,060
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 18,056 18,060 － －

　（注）　1．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 　　   ２．「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

　　　　　　り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年５月30日開催の定時株主総会決議及び平成17年６月20日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 371（注）１ 369（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 742（注）１　２ 738（注）１　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000（注）３ 25,000（注）３

新株予約権の行使期間
平成19年７月13日から

平成27年５月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　25,000

資本組入額　　12,500

発行価格　　　25,000

資本組入額　　12,500

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数及び

株式数を減じております。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場

合、次の算式により新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整し、調整の結果0.01株未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割（又は併合）の比率

上記のほか、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権による権利行使の場合を含まない）又は自己

株式の処分を行う場合、当社が他社と合併する場合、その他これらの場合に準じて新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数を調整する場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

を調整するものとする。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又は自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

なお、次の算式において、既発行株式とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した

数をいうものとする。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数又は処分自己株式数×１株当たり払込価額又は処分価額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

調整前払込価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式交換を行い完全親

会社となる場合、その他これらの場合に準じて払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払

込価額を調整するものとする。
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４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを

要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役

又は監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他正当

な理由のある場合として当社が認めた場合はこの限りではない。また、対象者の相続人による行使は認め

ない。

(2）各新株予約権の行使に当たっては、新株予約権１個の一部についてこれを行使することはできないものと

する。

５．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②　平成17年５月30日開催の定時株主総会決議及び平成17年６月20日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 1,100 1,100

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,200（注）１ 2,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000（注）２ 25,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成17年７月12日から

平成27年５月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　27,500

資本組入額　　13,750

発行価格　　　27,500

資本組入額　　13,750

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場

合、次の算式により新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整し、調整の結果0.01株未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割（又は併合）の比率

上記のほか、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権による権利行使の場合を含まない）又は自己

株式の処分を行う場合、当社が他社と合併する場合、その他これらの場合に準じて新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数を調整する場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

を調整するものとする。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又は自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

なお、次の算式において、既発行株式とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した

数をいうものとする。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数又は処分自己株式数×１株当たり払込価額又は処分価額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

調整前払込価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式交換を行い完全親

会社となる場合、その他これらの場合に準じて払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払

込価額を調整するものとする。

３．各新株予約権の行使に当たっては、新株予約権１個の一部についてこれを行使することはできないものとす

る。

４．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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 ③　平成17年５月30日開催の定時株主総会決議及び平成17年10月３日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 261 261

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 522（注）１ 522（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000（注）２ 25,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年10月６日から

平成27年５月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　25,000

資本組入額　　12,500

発行価格　　　25,000

資本組入額　　12,500

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場

合、次の算式により新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整し、調整の結果0.01株未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割（又は併合）の比率

上記のほか、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権による権利行使の場合を含まない）又は自己

株式の処分を行う場合、当社が他社と合併する場合、その他これらの場合に準じて新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数を調整する場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

を調整するものとする。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、払込価額を下回る価額で新株の発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又は自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

なお、次の算式において、既発行株式とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した

数をいうものとする。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数又は処分自己株式数×１株当たり払込価額又は処分価額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

調整前払込価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式交換を行い完全親

会社となる場合、その他これらの場合に準じて払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払

込価額を調整するものとする。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを

要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役

又は監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他正当

な理由のある場合として当社が認めた場合はこの限りではない。また、対象者の相続人による行使は認め

ない。
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(2）各新株予約権の行使に当たっては、新株予約権１個の一部についてこれを行使することはできないものと

する。

４．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

④　平成19年２月14日開催の臨時株主総会決議及び平成19年２月14日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 240 240

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 480（注）１ 480（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ 100,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成21年３月１日から

平成29年１月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 同左

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の

目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×株式分割（又は株式併合）の比率

さらに、当社が合併または会社分割を行い本新株予約権が承継される場合等、新株予約権の目的となる株式

の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うも

のとする。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

また、当社が行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使によ

る場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

前記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する株式に係る自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割若しくは資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社

は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社、当社の

子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役、従業員もしくは社外協力者として取締役会で認定された者

であることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。また、新株予約権者が死亡

した場合には、新株予約権者の相続人による行使は認めない。

(2）その他の新株予約権の行使条件は、第７回新株予約権割当契約により定めるものとする。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイか

らホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

(1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上調整

した再編成後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

表中の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

表中の新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入れ額に準じて決定す

る。

(7）新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとする。

(9）再編成対象会社による新株予約権の取得

上記(8)に準じて決定する。

５．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

EDINET提出書類

プライムワークス株式会社(E20385)

半期報告書

17/53



⑤　平成19年２月14日開催の臨時株主総会決議及び平成19年２月14日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 30 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60（注）１ 60（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ 100,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成22年６月１日から

平成22年11月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 同左

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の

目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×株式分割（又は株式併合）の比率

さらに、当社が合併または会社分割を行い本新株予約権が承継される場合等、新株予約権の目的となる株式

の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うも

のとする。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

また、当社が行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使によ

る場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

前記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する株式に係る自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割若しくは資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社

は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社、当社の

子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役、従業員もしくは社外協力者として取締役会で認定された者

であることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。また、新株予約権者が死亡

した場合には、新株予約権者の相続人による行使は認めない。

(2）その他の新株予約権の行使条件は、第８回新株予約権割当契約により定めるものとする。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイか

らホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

(1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上調整

した再編成後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

表中の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

表中の新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入れ額に準じて決定す

る。

(7）新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとする。

(9）再編成対象会社による新株予約権の取得

上記(8)に準じて決定する。

５．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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⑥平成19年２月14日開催の臨時株主総会決議及び平成19年８月９日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 45（注）１   45  （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90（注）１　２ 90（注）１　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）３ 100,000（注）３

新株予約権の行使期間
平成21年９月１日から

平成29年１月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 同左

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数及び

株式数を減じております。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の

目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×株式分割（又は株式併合）の比率

さらに、当社が合併または会社分割を行い本新株予約権が承継される場合等、新株予約権の目的となる株式

の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うも

のとする。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

また、当社が行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使によ

る場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

前記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する株式に係る自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割若しくは資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社

は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。
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４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社、当社の

子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役、従業員もしくは社外協力者として取締役会で認定された者

であることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。また、新株予約権者が死亡

した場合には、新株予約権者の相続人による行使は認めない。

(2）その他の新株予約権の行使条件は、第７回新株予約権割当契約により定めるものとする。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイか

らホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

(1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上調整

した再編成後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

表中の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

表中の新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入れ額に準じて決定す

る。

(7）新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとする。

(9）再編成対象会社による新株予約権の取得

上記(8)に準じて決定する。

６．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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⑦　平成19年10月２日開催の臨時株主総会決議及び平成19年10月12日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年８月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 92（注）１ 92（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 184（注）１　２ 184（注）１　２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）３ 100,000（注）３

新株予約権の行使期間
平成21年11月１日から

平成29年１月31日まで

平成21年11月１日から

平成29年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数及び

株式数を減じております。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の

目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 ×株式分割（又は株式併合）の比率

さらに、当社が合併または会社分割を行い本新株予約権が承継される場合等、新株予約権の目的となる株式

の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うも

のとする。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

また、当社が行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使によ

る場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

前記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する株式に係る自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割若しくは資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社

は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。
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４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社、当社の

子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役、従業員もしくは社外協力者として取締役会で認定された者

であることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。また、新株予約権者が死亡

した場合には、新株予約権者の相続人による行使は認めない。

(2）その他の新株予約権の行使条件は、第７回新株予約権割当契約により定めるものとする。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイか

らホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれ

ぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

(1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上調整

した再編成後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

表中の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

表中の新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入れ額に準じて決定す

る。

(7）新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとする。

(9）再編成対象会社による新株予約権の取得

上記(8)に準じて決定する。

６．平成19年12月28日開催の取締役会決議により、平成20年２月１日付で１株を２株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年５月22日

（注）１
2,200 17,740 232,760 438,460 232,760 428,460

平成20年３月１日～

平成20年８月31日

（注）２ 

316 18,056 4,025 442,485 4,025 432,485

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格 230,000円

引受価額 211,600円

資本組入額 105,800円

払込金総額 465,520千円

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．平成20年９月１日から平成20年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が４株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ50千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

池田　昌史 東京都港区 4,596 25.45

シャープ株式会社 大阪市阿倍野区長池町22－22 1,200 6.65

マケナフィールズ株式会社 東京都港区六本木５－17－16 600 3.32

ＣＦ株式保有組合　 東京都千代田区永田町２－13－10 360     1.99

槇尾　茂樹 東京都渋谷区 292 1.62

松井証券株式会社（一般信用

口）
東京都千代田区麹町１－４ 273  1.51

株式会社ＳＢＩ証券自己融資

口
東京都港区六本木１－６－１ 249 1.38

モルガン・スタンレー証券株

式会社
東京都渋谷区恵比寿４－２０－３ 223 1.24

ＭＳＦ株式会社 東京都中央区晴海１－８－10 200 1.11

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ントジェイピーアールディア

イエスジーエフイーエイシー

　（常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

170 0.94

計 － 8,163 45.21

 （注）前事業年度末現在主要株主であったモバイル・インターネット第一号投資事業有限責任組合は、当中間期末では

   　　主要株主ではなくなりました。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　18,056 18,056 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 18,056 － －

総株主の議決権 － 18,056 －

 

②【自己株式等】

 平成20年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） － － 741,000 628,000 456,000 287,900

最低（円） － － 555,000 400,000 290,000 205,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成20年５月23日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。

 

(2）退任役員

　該当事項はありません。

 

(3）役職の異動

　該当事項はありません。

 　　　

　  (4）当社は平成20年６月１日付で執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は次のとおりであり　

　　 ます。 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 社長執行役員 ― 池田　昌史 平成20年６月１日

―
常務執行役員

企画部長
企画部長 中野　隆司 平成20年６月１日

取締役

執行役員

モバイルソリューション事業

部長　事業開発担当

― 槇尾　茂樹 平成20年６月１日

取締役
執行役員

経理財務部長
経理財務部長 黒尾　哲雄 平成20年６月１日

取締役

執行役員

コーポレートソリューション

事業部長

サービスソリューション

事業部長
内井　大輔 平成20年６月１日

―
執行役員　　　　　　

システム開発部長
システム開発部長 中武　洋一 平成20年６月１日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月

31日まで）及び当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人

トーマツにより中間監査を受けております。

　なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成20年４月21日提出の有価証券届出書に添付されたものによって

おります。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           
Ⅰ　流動資産           
１．現金及び預金  487,672   757,976   231,631   
２．受取手形 ※２ 4,490   11,275   23,293   
３．売掛金  261,921   382,363   383,865   
４．たな卸資産  49,766   49,681   98,925   
５．前払費用  33,401   21,666   20,204   
６．繰延税金資産  48,756   46,119   38,346   
７．その他  3,566   10,657   1,335   
流動資産合計   889,57486.9  1,279,74073.8  797,60165.2

Ⅱ　固定資産           
(1）有形固定資産           
１．建物  2,657   3,086   2,837   
２．器具備品  25,682   28,213   27,229   
３．建設仮勘定  1,185   －   －   
有形固定資産合計 ※１  29,5252.9  31,3001.8  30,0672.5

(2）無形固定資産           
１．商標権  709   610   659   
２．ソフトウェア  21,969   234,169   26,986   
３．ソフトウェア仮
勘定

 2,020   26,657   235,620   

４．その他  46   46   46   
無形固定資産合計   24,7452.4  261,48215.1  263,31221.5

(3）投資その他の資産           
１．投資有価証券  28,470   69,461   69,695   
２．繰延税金資産  7,111   21,884   14,494   
３．差入保証金  37,434   59,694   37,434   
４．その他  6,917   10,381   10,381   
投資その他の資産
合計

  79,9337.8  161,4219.3  132,00510.8

固定資産合計   134,20313.1  454,20426.2  425,38534.8
資産合計   1,023,778100.0  1,733,944100.0  1,222,987100.0
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前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           
Ⅰ　流動負債           
１．買掛金  115,754   124,876   154,551   
２．未払費用  65,471   70,934   63,754   
３．未払法人税等  80,855   115,218   67,741   
４．前受金  100,000   －   140,950   
５．前受収益  61,379   －   26,264   
６．賞与引当金  43,374   66,213   57,129   
７．ポイントサービス
引当金

 6,206   3,695   3,220   

８．その他 ※３ 22,642   47,919   12,319   
流動負債合計   495,68548.4  428,85624.7  525,93143.0
負債合計   495,68548.4  428,85624.7  525,93143.0

           
（純資産の部）           
Ⅰ　株主資本           
１．資本金   142,72513.9  442,48525.5  205,70016.8
２．資本剰余金           
(1）資本準備金  132,725   432,485   195,700   
資本剰余金合計   132,72513.0  432,48525.0  195,70016.0

３．利益剰余金           
(1）その他利益剰余
金

          

繰越利益剰余金  224,825   419,243   284,493   
利益剰余金合計   224,82522.0  419,24324.2  284,49323.3
株主資本合計   500,27548.9  1,294,21374.7  685,89356.1

Ⅱ　評価・換算差額等           
１．その他有価証券評
価差額金

  10,7171.0  5,3740.3  5,5120.4

評価・換算差額等合
計

  10,7171.0  5,3740.3  5,5120.4

Ⅲ　新株予約権   17,1001.7  5,5000.3  5,6500.5
純資産合計   528,09351.6  1,305,08775.3  697,05657.0
負債純資産合計   1,023,778100.0  1,733,944100.0  1,222,987100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,103,158100.0  1,458,442100.0  2,253,887100.0
Ⅱ　売上原価   731,91166.3  993,79568.1  1,591,28070.6

売上総利益   371,24633.7  464,64631.9  662,60729.4
Ⅲ　販売費及び一般管理費   160,76814.6  207,56514.3  346,24315.4

営業利益   210,47719.1  257,08117.6  316,36414.0
Ⅳ　営業外収益 ※１  39 0.0  834 0.1  39 0.0
Ⅴ　営業外費用 ※２  1,7790.2  26,5791.8  6,3880.3

経常利益   208,73818.9  231,33615.9  310,01513.7
税引前中間（当
期）純利益

  208,73818.9  231,33615.9  310,01513.7

法人税、住民税及び
事業税

 78,769   111,652   113,782   

法人税等調整額  8,569 87,3387.9 △15,06796,5856.7 15,165128,9485.7
中間（当期）純利
益

  121,39911.0  134,7509.2  181,0678.0
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高（千円） 134,750 124,750 124,750 103,426 103,426 362,926
中間会計期間中の変動額       
新株の発行 7,975 7,975 7,975   15,950
中間純利益    121,399 121,399 121,399
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

      

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

7,975 7,975 7,975 121,399 121,399 137,349

平成19年８月31日残高（千円） 142,725 132,725 132,725 224,825 224,825 500,275

 

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

平成19年２月28日残高（千円） 7,941 7,941 18,550 389,417
中間会計期間中の変動額     
新株の発行    15,950
中間純利益    121,399
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

2,775 2,775 △1,450 1,325

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

2,775 2,775 △1,450 138,675

平成19年８月31日残高（千円） 10,717 10,717 17,100 528,093
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当中間会計期間（自平成20年３月１日　至平成20年８月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成20年２月29日残高（千円） 205,700 195,700 195,700 284,493 284,493 685,893
中間会計期間中の変動額       
新株の発行 236,785 236,785 236,785   473,570
中間純利益    134,750 134,750 134,750
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

      

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

236,785 236,785 236,785 134,750 134,750 608,320

平成20年８月31日残高（千円） 442,485 432,485 432,485 419,243 419,2431,294,213

 

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

平成20年２月29日残高（千円） 5,512 5,512 5,650 697,056
中間会計期間中の変動額     
新株の発行    473,570
中間純利益    134,750
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

△138 △138 △150 △288

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△138 △138 △150 608,031

平成20年８月31日残高（千円） 5,374 5,374 5,500 1,305,087
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高（千円） 134,750 124,750 124,750 103,426 103,426 362,926
事業年度中の変動額       
新株の発行 70,950 70,950 70,950   141,900
当期純利益    181,067 181,067 181,067
株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

      

事業年度中の変動額合計（千円） 70,950 70,950 70,950 181,067 181,067 322,967
平成20年２月29日残高（千円） 205,700 195,700 195,700 284,493 284,493 685,893

 

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

平成19年２月28日残高（千円） 7,941 7,941 18,550 389,417
事業年度中の変動額     
新株の発行    141,900
当期純利益    181,067
株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△2,428 △2,428 △12,900 △15,328

事業年度中の変動額合計（千円） △2,428 △2,428 △12,900 307,638
平成20年２月29日残高（千円） 5,512 5,512 5,650 697,056
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前中間（当期）
純利益

 208,738 231,336 310,015

減価償却費  17,408 55,674 39,962
賞与引当金の増減額
（減少：△）

 11,382 9,084 25,136

ポイントサービス引
当金の増減額（減
少：△）

 507 475 △2,478

受取利息及び配当金  △39 △834 △39
株式交付費  123 12,472 564
売上債権の増減額
（増加：△）

 △79,665 13,520 △220,412

たな卸資産の増減額
（増加：△）

 △9,923 49,243 △59,082

仕入債務の増減額
（減少：△）

 35,967 △29,675 74,764

未払費用の増減額
（減少：△）

 41,460 7,180 39,742

未払消費税等の増減
額（減少：△）

 2,803 17,927 △3,806

前払費用の増減額
（増加：△）

 14,968 △1,462 28,164

前受金の増減額（減
少：△）

 100,000 △140,950 140,950

前受収益の増減額
（減少：△）

 △14,828 △12,089 △49,943

預り金の増減額（減
少：△）

 217 4,026 △476

その他  △3,008 △8,421 △351
小計  326,111 207,507 322,709

利息及び配当金の受
取額

 39 834 39

法人税等の支払額  △75,276 △65,102 △123,972
営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 250,875 143,239 198,776
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前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

有形固定資産の取得
による支出

 △13,507 △10,914 △26,869

無形固定資産の取得
による支出

 △28,280 △44,665 △279,455

投資有価証券の取得
による支出

 － － △50,000

投資有価証券の償還
による収入

 3,000 － 3,000

差入保証金の差入に
よる支出

 △13,293 △22,260 △13,293

その他  － － △3,463
投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △52,080 △77,841 △370,082

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

  　 　

株式の発行による収
入

 14,376 460,947 128,435

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 14,376 460,947 128,435

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（減少：△）

 213,171 526,345 △42,869

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

 274,500 231,631 274,500

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※１ 487,672 757,976 231,631
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しておりま

す。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法に

採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

原材料

総平均法による原価法

(2）たな卸資産

原材料

同左

(2）たな卸資産

原材料

同左

 仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　18年

器具備品　２年～10年

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　15年～18年

器具備品　２年～10年

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　18年

器具備品　２年～10年

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間による定額法を採用して

おります。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．繰延資産の処理方法 ───── 株式交付費

　支出時に全額費用として処理する

方法を採用しております。

─────

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

 (3）ポイントサービス引当金

　コンテンツサービス売上に関し

て、将来におけるポイント利用に

よる費用負担に備えるため、将来

利用可能であるポイントに対す

る所要額を計上しております。

(3）ポイントサービス引当金

同左

(3）ポイントサービス引当金

同左

５．リース取引の処理方法 ───── 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ケ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

（減価償却方法の変更）

　平成19年度法人税法改正に伴い、器

具備品に含まれるサーバー機器を除

き、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については改正後の償

却方法により減価償却費を計上して

おります。なお、これによる当中間会

計期間の損益に与える影響は軽微で

あります。

───── （減価償却方法の変更）

　平成19年度法人税法改正に伴い、器

具備品に含まれるサーバー機器を除

き、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については改正後の償

却方法により減価償却費を計上して

おります。なお、これによる当事業年

度の損益に与える影響は軽微であり

ます。

 

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

───── （中間貸借対照表）

　前中間期まで区分掲記していた「前受収益」（当中間期

末の残高は14,175千円）は、当中間期末において負債及び

純資産の合計額の100分の５以下となりましたので、流動

負債の「その他」に含めて表示することとしました。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度末
（平成20年２月29日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

28,117千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

47,464千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

38,323千円

 

※２　　　　　─────
 

 

 

 

 

 

 

 

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的に重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めておりま

す。

 

※２　中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれお

ります。

受取手形　　　　　　5,556千円

 

 ※３　消費税等の取扱い

同左

 

※２　　　　　─────
 

 

 

 

 

 

 

 

※３　　　　　─────

 

（中間損益計算書関係）
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 39千円 受取利息 834千円 受取利息 39千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

売掛債権売却損 1,655千円 株式交付費 12,472千円

株式公開費用 12,281千円

売掛債権売却損 1,825千円

売掛債権売却損 3,494千円

株式公開費用 2,000千円

　３　減価償却実施額 ３　減価償却実施額 ３　減価償却実施額

有形固定資産 7,057千円

無形固定資産 10,350千円

合計 17,408千円

有形固定資産 9,141千円

無形固定資産 46,532千円

合計 55,674千円

有形固定資産 17,264千円

無形固定資産 22,698千円

合計 39,962千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,190 290 － 5,480

合計 5,190 290 － 5,480

　（注）　普通株式の株式数の増加290株は、ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

第４回新株予約権 普通株式 600 － － 600 3,000

ストック・オプションとしての新株予

約権
－ － － － － 14,100

合計 － － － － － 17,100

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 15,540 2,516 － 18,056

合計 15,540 2,516 － 18,056

　（注）　普通株式の発行済株式総数の増加2,516株は、公募増資による増加2,200株、及び新株予約権の権利行使による増

加316株によるものであります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

第４回新株予約権 普通株式                     

ストック・オプションとしての新株予

約権
－ － － － － 5,500

合計 － － － － － 5,500

　（注）　上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 5,190 10,350 － 15,540

合計 5,190 10,350 － 15,540

　（注）　普通株式の発行済株式総数の増加10,350株は、平成20年２月１日付けで１株につき２株の株式分割を行ったこと

による増加5,480株、及び新株予約権の権利行使による増加4,870株によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

第４回新株予約権 普通株式 600 － 600 － －

ストック・オプションとしての新株予

約権
－ － － － － 5,650

合計 － － － － － 5,650

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．第４回新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の中間会計期間末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年８月31日現在） （平成20年８月31日現在） （平成20年２月29日現在）

（千円） （千円） （千円）

現金及び預金勘定 487,672

現金及び現金同等物 487,672

 

現金及び預金勘定 757,976

現金及び現金同等物 757,976

 

現金及び預金勘定 231,631

現金及び現金同等物 231,631
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（リース取引関係）
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

────── リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース資産の事業内容における重要性が低い

こと及びリース契約１件当たりの金額が少額

なため、注記の対象から除いております。

同左

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度末
（平成20年２月29日）

取得原価
（千円）

中間貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

中間貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 10,40028,47018,07010,40019,4619,06110,40019,6959,295

合計 10,40028,47018,07010,40019,4619,06110,40019,6959,295

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度末
（平成20年２月29日）

中間貸借対照表計上額
（千円）

中間貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

その他有価証券             

債券　社債 － 50,000 50,000

 

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成19年ストック・オプション①

付与対象者の区分及び数 当社の従業員　10名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　50株

付与日 平成19年８月21日

権利確定条件
付与日（平成19年８月21日）以降、権利確定日（平成21

年８月31日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 ２年間（自平成19年８月21日　至平成21年８月31日）

権利行使期間 平成21年９月１日から、平成29年１月31日まで。

権利行使価格（円） 200,000

公正な評価単価（付与日）（円） －

 

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　当中間会計期間中に付与をしておりませんので、該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．当事業年度において存在したストック・オプションの内容

 平成17年ストック・オプション① 平成17年ストック・オプション②

付与対象者の区分及び数 当社の取締役１名及び従業員14名 当社の代表取締役１名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式　960株 普通株式　2,200株

付与日 平成17年７月12日 平成17年７月12日

権利確定条件

付与日（平成17年７月12日）以降、権

利確定日（平成19年７月12日）まで

継続して勤務していること。

（注）２

対象勤務期間
２年間（自平成17年７月12日　至平成

19年７月12日）
（注）３

権利行使期間
平成19年７月13日から、平成27年５月

30日まで。

平成17年７月12日から、平成27年５月

30日まで。

 

 平成17年ストック・オプション③ 平成17年ストック・オプション④

付与対象者の区分及び数 当社の従業員１名 取締役１名及び従業員３名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式　60株 普通株式　560株

付与日 平成17年９月29日 平成17年10月５日

権利確定条件 （注）２

付与日（平成17年10月５日）以降、権

利確定日（平成19年10月４日）まで

継続して勤務していること。

対象勤務期間 （注）３
２年間（自平成17年10月５日　至平成

19年10月５日）

権利行使期間
平成17年９月29日から、平成27年５月

30日まで。

平成19年10月６日から、平成27年５月

30日まで。
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 平成18年ストック・オプション① 平成18年ストック・オプション②

付与対象者の区分及び数 当社の取締役１名及び従業員13名 当社の監査役２名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式　480株 普通株式　60株

付与日 平成19年２月27日 平成19年２月27日

権利確定条件

付与日（平成19年２月27日）以降、権

利確定日（平成21年２月28日）まで

継続して勤務していること。

付与日（平成19年２月27日）以降、権

利確定日（平成22年５月31日）まで

継続して勤務していること。

対象勤務期間
２年間（自平成19年２月27日　至平成

21年２月28日）

自平成19年２月27日　至平成22年５月

31日

権利行使期間
平成21年３月１日から、平成29年１月

31日まで。

平成22年６月１日から、平成22年11月

30日まで。

 

 平成19年ストック・オプション① 平成19年ストック・オプション②

付与対象者の区分及び数 当社の従業員９名 取締役１名及び従業員16名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式　90株 普通株式　200株

付与日 平成19年８月21日 平成19年10月22日

権利確定条件

付与日（平成19年８月21日）以降、権

利確定日（平成21年８月31日）まで

継続して勤務していること。

付与日（平成19年10月22日）以降、権

利確定日（平成21年10月30日）まで

継続して勤務していること。

対象勤務期間
２年間（自平成19年８月21日　至平成

21年８月31日）

２年間（自平成19年10月22日　至平成

21年10月30日）

権利行使期間
平成21年９月１日から、平成29年１月

31日まで。

平成21年11月１日から、平成29年１月

31日まで。

 

　（注）１．平成20年２月１日付の株式分割考慮後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は付されておりません。

３．対象勤務期間の定めはありません。

 

 

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　当社は非連結子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　当社は非連結子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　当社は非連結子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額 93,246.94円

１株当たり中間純利益金

額
22,197.81円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。

１株当たり純資産額 71,975.40円

１株当たり中間純利益金

額
7,984.74円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
7,101.48円

１株当たり純資産額 44,492.03円

１株当たり当期純利益金

額
16,084.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。

　当社は平成20年２月１日付で株式１

株につき２株の株式分割を行いまし

た。当事業年度の１株当たり情報は当

該株式分割が当期首に行われたと仮

定して算出しております。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度末
（平成20年２月29日）

純資産の部の合計（千円） 528,093 1,305,087 697,056

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
17,100 5,500 5,650

（うち新株予約権） (17,100) (5,500) (5,650)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（千円）
510,993 1,299,587 691,406

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間末（期末）の普通株式の数（株）
5,480 18,056 15,540

２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 121,399 134,750 181,067

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
121,399 134,750 181,067

期中平均株式数（株） 5,469 16,876 11,257

 　 　 　

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
　 　 　

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － 2,099 －

（うち新株予約権） － (2,099) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権（新株予約

権の数4,500個）。

───── 新株予約権（新株予約

権の数4,610個）。
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（重要な後発事象）
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．当社は、平成19年10月２日開催の臨時株

主総会決議及び平成19年10月12日開催の

取締役会決議に基づき、平成19年10月22

日付で当社取締役及び当社従業員に対

し、会社法第236条、第238条及び第239条

の規定に基づき以下のとおり新株予約権

の付与（ストック・オプション）を行っ

ております。

(1）ストック・オプションの内容

①発行する株式の種類

普通株式 

②対象株式数

当社取締役　　40株

当社従業員　　60株

合計　　　　 100株

③権利行使価格

200,000円

④付与対象者

当社取締役　　１名

当社従業員　　16名

合計　　　　　17名

⑤権利行使期間

平成21年11月１日から

平成29年１月31日まで 

２．当社は、現在、ソフトバンクモバイル株式

会社にライセンスしているコミック・書

籍などのコンテンツを再生するための電

子ブックビューワーのプログラムについ

て、平成19年10月31日付けで株式会社セ

ルシスより同プログラムにおける同社著

作権保有部分に対する無期限の利用許諾

権を譲り受けました。

３．当社は、平成19年12月28日開催の取締役

会の決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しております。

(1）平成20年２月１日付をもって普通株式１

株につき２株に分割します。

①分割により増加する株式数

普通株式　5,480株

②分割方法

平成20年１月31日最終の株主名簿に記載

された株主の所有株式数を、１株につき

２株の割合をもって分割します。

当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株当た

り情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間及び前事業年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。

　当社は、平成20年10月28日開催の取締役会決

議に基づき、同日株式譲渡契約を締結し、カタ

リスト・モバイル株式会社の発行済株式の

70％を取得いたしました。これにより平成20

年11月１日をもって同社は連結子会社となり

ました。また、同日の取締役会決議に基づき、

カタリスト・モバイル株式会社の第１回転換

社債型新株予約権付社債を引受けました。

(1）株式取得による子会社化について

　①取得目的

　　携帯電話端末上で革新的かつ最先端の技術

に強みをもつカタリスト・モバイルを当

社グループに迎えることにより、グルー

プとして更なるアプリケーション事業の

強化を図ると共に、アプリケーション開

発技術とコンテンツ制作技術の融合によ

る新たなサービス＆ソリューションへの

取り組みを加速することを目的に取得い

たしました。

　②株式取得の相手の名称

　　高橋豊志

　③株式取得した会社の名称、事業内容、規模

　　商号：カタリスト・モバイル株式会社

　　代表者：代表取締役社長　高橋豊志

　　所在地：東京都港区虎ノ門五丁目11番１号

　　設立年月日：平成18年２月16日

　　主な事業内容：モバイルプラットフォーム

の開発

　　決算期：３月31日

　　従業員数：15名

　　資本金：10,000千円

　　発行済株式総数：200株

　④株式取得の時期

　　平成20年10月28日

　⑤取得した株式の数、取得価額及び取得後の

持分比率

　　取得する株式の数：140株

　　取得価額：35,000千円

　　取得後の持分比率：70.0％

(2)転換社債型新株予約権付社債について

　①社債総額　330,000千円

　②各社債の金額　金8,250千円の１種

　③社債の利率　年2％

　④償還の金額　額面100円につき100円

　⑤転換価額　250千円

　⑥償還期限　平成24年10月28日

　⑦社債券　社債券は発行しない　

　平成20年４月21日及び平成20年５月８日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成20年５月22日に払込が

完了いたしました。

　この結果、資本金は438,460千円、発行済株式

総数は17,740株となっております。 
①募集方法 ：一般募集

（ブックビルディング方

式による募集）

②発行する株式

の種類及び数

：普通株式　　2,200株

③発行価格 ：１株につき　230,000円

  一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額 ：１株につき　211,600円

  この価額は当社が引受人より１株当たりの

新株式払込金として受取った金額でありま

す。

  なお、発行価格と引受価額との差額の総額

は、引受人の手取金となります。 
⑤払込金額 ：１株につき　170,000円

  この金額は会社法上の払込金額であり、平

成20年５月８日開催の取締役会において決

定された金額であります。

⑥資本組入額 ：１株につき　105,800円

⑦発行価額の総

額

：　374,000千円

⑧資本組入額の

総額

：　232,760千円

⑨払込金額の総

額

：　465,520千円

⑩払込期日 ：平成20年５月22日

⑪資金の使途 ：設備資金及び運転資金
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前中間会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

 
当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

46,623.47円 35,729.07円

１株当たり中間純利益

金額

１株当たり当期純利益

金額

11,098.90円 7,665.04円

　なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額については、新株予

約権の残高はあります

が、当社株式は非上場で

あるため、期中平均株価

が把握できませんので

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

金額については、新株予

約権の残高はあります

が、当社株式は非上場で

あるため、期中平均株価

が把握できませんので

記載しておりません。

４．平成20年２月５日及び平成20年２月６日付

で新株予約権が行使され、株式数等が次のと

おり増加しております。

(1）平成17年７月12日発行及び平成17年９月

29日発行の新株予約権の行使

①新株予約権の行使により発行した株式 

の種類、数及び１株当たりの発行価格

普通株式、4,580株　27,500円

      ②新株予約権の行使により発行した株式

      の発行価額の総額

        125,950千円

      ③新株予約権の行使により発行した株式

       の資本組入額

         62,975千円

　⑧各社債の払込金額　額面100円につき

　　　　　　　　　　　100円

　⑨各社債の発行価格　額面100円につき

　　　　　　　　　　　100円

　⑩払込期日　平成20年10月28日

　⑪割当方法　第三者割当の方法により、その

全額を当社に割り当てる

　⑫資金の使途　運転資金他

　⑬新株予約権の内容

　　イ．新株予約権の目的である株式の種類

　　　　当社の普通株式

　　ロ．新株予約権の目的である株式の数

　　　　各本社債に付された新株予約権の数は１

個とし、合計40個の本新株予約権を

発行する
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類

　平成20年４月21日関東財務局長に提出。

(2）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年５月８日及び平成20年５月15日関東財務局長に提出。

　平成20年４月21日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(3）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第４期）（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月30日関東財務局長に提出。

(4）臨時報告書

　平成20年６月５日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成20年４月14日

プライムワークス株式会社  

 取締役会　御中    

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　波也人　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉本　茂次　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　裕晃　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

プライムワークス株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成19年３

月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

プライムワークス株式会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年３月

１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 
　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成20年11月17日

プライムワークス株式会社  

 取締役会　御中    

 

 監査法人トーマツ 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　波也人　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉本　茂次　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　裕晃　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

プライムワークス株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成20年３

月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

プライムワークス株式会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年３月

１日から平成20年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月28日開催の取締役会決議に基づき、同日カタリスト・モバ

イル株式会社の株式を取得して子会社化するとともに、同社発行の転換社債型新株予約権付社債を引受けている。 

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 
　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。

 

EDINET提出書類

プライムワークス株式会社(E20385)

半期報告書

53/53


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

